
証券コード　5458
2019年６月７日

株 主 各 位
東京都板橋区新河岸一丁目１番１号

高砂鐵工株式会社
代表取締役社長 大 植 啓 一

第147期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。
さて、当社第147期定時株主総会を下記により開催いたしますの

で、ご出席くださいますようご通知申しあげます。
なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使す

ることができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご
検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示
いただき、2019年６月24日（月曜日）17時40分までに到着するよう
ご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 2019年６月25日（火曜日）午前10時
２．場 所 東京都板橋区新河岸一丁目１番１号　当社本店会議室

（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）
３．目 的 事 項

報 告 事 項 １．第147期（2018年４月１日から2019年３月31日まで）事業報
告、連結計算書類ならびに会計監査人および監査等委員会
の連結計算書類監査結果報告の件

２．第147期（2018年４月１日から2019年３月31日まで）計算書
類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 監査等委員でない取締役５名選任の件
第３号議案 監査等委員である取締役２名選任の件
第４号議案 補欠の監査等委員である取締役２名選任の件

以　上

当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申しあげます。
なお、株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類および連結計算書類に修

正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス　
http://www.takasago-t.co.jp/）に掲載させていただきます。
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（添付書類）

事 業 報 告

( 2018年４月１日から
2019年３月31日まで )

１．企業集団の現況に関する事項

(1) 事業の経過およびその成果

　当連結会計年度におけるわが国経済は、年度後半は中国を中心とした海外

経済の減速等により翳りが出てきたものの、年度を通してみれば、政府・日

銀による各種政策の効果もあり、総じて緩やかに回復いたしました。しかし

ながら、景気の先行きは、米中貿易摩擦の長期化、それによる中国の景気減

速、英国ＥＵ離脱交渉の混迷などの主に海外に起因する不確実性の影響によ

り不透明な状況となっております。

　鉄鋼業界におきましては、東京五輪や都市再開発関連での建設向けや、自

動車をはじめとする製造業向けの鋼材需要がともに堅調に推移いたしました。

　このような経済状況の下で、当社グループは、激変する市場環境を勝ち抜

き、事業の拡大・発展と強靭な企業体質を確立するため、鉄鋼製品事業での

みがき帯鋼およびステンレスの両分野において売上高を拡大し、収益力を高

め、財務体質の強化を図る等、2018～2020年度の中期計画の着実な実行に努

めてまいりました。

　主力のみがき帯鋼では自動車部品向け受注が年度後半は減少に転じたもの

の、年度でみれば増加し、ステンレスにおいてもエンボス・加工品はともに

底堅く、子会社でのステンレス鋼材の卸販売も市況安定を受け堅調でした。

また、コスト低減にも全社をあげて徹底的な取り組みを継続いたしました。

　その結果、当連結会計年度の売上高は10,990百万円（前年同期比4.3％増）

と増収となり、利益につきましては、営業利益551百万円（前年同期比0.8％

減）、経常利益537百万円（前年同期比7.7％増)、親会社株主に帰属する当期

純利益423百万円（前年同期比4.5％増）となりました。
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(2) 事業の種類別セグメント別の状況

①　鉄鋼製品事業

　当社グループの主力事業である鉄鋼製品事業においては、みがき帯鋼に

おいて主要需要先である自動車部品向けが、年度前半は順調に増加しまし

たが、後半になり主に中国経済の減速による在庫調整の影響等により減少

に転じたものの、年度を通してみれば、販売数量は増加いたしました。ス

テンレスにおいても、エンボスや加工品は総じて底堅く、また子会社での

ステンレス鋼材の卸販売も年度後半からはやや停滞感が出てきたものの、

市況に大きな変化はなく、総じて堅調に推移いたしました。

　その結果、事業全体の売上高は10,798百万円（前年同期比4.3％増）、経

常利益は439百万円（前年同期比3.5％増）となりました。

②　不動産事業

不動産事業は、売上高は191百万円（前年同期比3.8％増）、経常利益は

97百万円(前年同期比31.3％増）となり、引き続き業績を利益面で下支えし

ております。

事業の種類別セグメント別売上高

セグメントの
名 称

第146期
第147期

（当連結会計年度）
前期比増減

金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 増減比

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

鉄 鋼 製 品 事 業 10,354 98.2 10,798 98.3 444 4.3

不 動 産 事 業 184 1.8 191 1.7 7 3.8

合　　　計 10,539 100.0 10,990 100.0 451 4.3

（注）セグメント間の取引については相殺消去しております。
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(3) 設備投資の状況

当連結会計年度中において実施いたしました総額は、77百万円であります。

区 分 件 名

当連結会計年度中に完成した主要設備
（鉄鋼製品事業）

ステンレス３号スリットカッタースタンド更新

(4) 資金調達の状況

当連結会計年度中において、増資あるいは社債発行による資金調達は行っ

ておりません。

(5) 財産および損益の状況の推移

区　　　　　分
第144期

2015年４月から
2016年３月まで

第145期
2016年４月から
2017年３月まで

第146期
2017年４月から
2018年３月まで

第147期
(当連結会計年度)
2018年４月から
2019年３月まで

売 上 高 (百万円) 9,079 9,032 10,539 10,990

経 常 利 益 (百万円) 211 374 499 537

親会社株主に帰属する当期純利益 (百万円) 226 428 405 423

１株当たり当期純利益 (円) 7.54 14.28 134.96 141.03

純 資 産 (百万円) 1,887 2,317 2,710 3,104

総 資 産 (百万円) 8,036 7,942 8,228 7,755

（注）１．１株当たり当期純利益は、期中平均発行株式総数（自己株式を控除した株数）

により算出しております。

　　　２．2017年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合をもって株式併合を行って

おります。

　　　３．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30

年２月16日）等を当連結会計年度の期首から適用しており、前連結会計年度の

総資産の金額については、当該会計基準等を遡って適用した後の金額となって

おります。
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(6) 対処すべき課題

当社は、より強くより魅力ある会社として、社会に信頼され、将来にわた

りお客様に当社製品をご愛顧いただくため、社員一人ひとりの業務品質を向

上させ、激変する市場環境を当社グループ一丸となって勝ち抜き、事業の拡

大発展と強靭な企業体質を確立することを目指してまいります。

この目標達成に向けて、

　　これまでの総力を　これからの創造へ　ＮＥＸＴ２０２０

　　　　　 ～技術と信頼をつむぐ高砂鐵工グループ～

のスローガンのもと、2020年度中期計画（2018年度～2020年度）を策定し、

次の２項目を基本方針として定めました。

≪基本方針≫

① 2020年度中期計画は、当社創立100周年を迎える2023年度に向けての第一

ステップと位置づけ、課題の抽出と対策を実行する。

② 「高砂ならでは」「高砂でなくては」の商品で売上高を拡大して収益力

を高め、財務体質を強化し、利益に見合った配当を行う。

　また、事業遂行に当たっての具体的な重点施策５項目と経営目標数値は次

の通りです。

≪重点施策≫

① 市場開拓により売上拡大を図るとともに、収益を向上させる。

② お客様のニーズに応え、お客様とともに新たな商品を育てるべく、品質

向上、商品開発に全力で取り組む。

③ 設備の徹底保全により、安定稼働および生産性向上を図る。受注数量増

に見合った的確な設備投資を行う。

④ 年齢構成、技能継承、生産増に対応した人材確保と一層魅力のある企業

を目指した働き方改革を推進する。

⑤ 既存事業とのシナジー効果が発揮できる新事業について、2023年度に繋

がるように探索、検討に取り組む。
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≪経営目標数値≫

経営目標
（連結ベース）

目標数値
〔ご参考〕

2017年度実績
2018年度実績

売上高経常利益率(ＲＯＳ) 6.5％ 4.7％ 4.9％

自己資本比率 45％ 32.9％ 40.0％

Ｄ／Ｅレシオ 0.4倍以内 0.4倍 0.2倍

　2018年度の実績は、鉄鋼製品事業において、主力のみがき帯鋼は販売数量

が増加し、ステンレスも業績が堅調に推移したため、ＲＯＳが改善し、自己

資本比率も着実に向上いたしました。さらに、借入金の削減等によりＤ／Ｅ

レシオは、経営目標数値を達成することができました。

(7) 重要な子会社の状況（2019年３月31日現在）

会 社 名 資 本 金 出資比率 主 要 な 事 業 内 容

百万円 ％

タカサゴスチール株式会社 40 100
ステンレス、特殊鋼他の加工
および販売

(8) 主要な事業内容（2019年３月31日現在）

事 業 部 門 主 要 な 営 業 品 目

鉄 鋼 製 品 事 業
みがき帯鋼、みがき特殊帯鋼、エンボス製品を含む冷間圧延
ステンレス鋼、ステンレス加工製品等

不 動 産 事 業 不動産賃貸等
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(9) 主要な営業所および工場（2019年３月31日現在）

①　当社の主要な営業所および工場

名 称 所 在 地

本 社
東京都板橋区新河岸一丁目１番１号

工 場

名 古 屋 支 店 愛知県名古屋市

②　主要な子会社の事業所

会 社 名 所 在 地

タカサゴスチール株式会社 本社・工場：大阪府東大阪市

(10) 従業員の状況（2019年３月31日現在）

①　企業集団の従業員の状況

従 業 員 数 前連結会計年度末比増減

141名 ３名増

②　当社の従業員の状況

従 業 員 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

122名 ４名増 44歳７ヶ月 19年４ヶ月

(11) 主要な借入先（2019年３月31日現在）

借 入 先 借 入 金 残 高

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 225百万円

株 式 会 社 三 菱 U F J 銀 行 110百万円
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２．会社の株式に関する事項（2019年３月31日現在）

(1) 発行可能株式総数 12,032,000株

(2) 発行済株式の総数 3,008,000株

(3) 株主数 2,258名

(4) 大株主

株 主 名
当 社 へ の 出 資 状 況

持 株 数 持 株 比 率

新日鐵住金ステンレス株式会社 922千株 30.71％

三 井 物 産 株 式 会 社 500 16.65

株 式 会 社 大 谷 製 作 所 155 5.16

窪 田 正 史 78 2.60

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 53 1.79

日 本 土 地 建 物 株 式 会 社 50 1.68

伊 藤 忠 丸 紅 鉄 鋼 株 式 会 社 50 1.67

有 限 会 社 サ イ ト ー 商 店 31 1.04

石 原 　 勝 26 0.88

岡 谷 鋼 機 株 式 会 社 25 0.83

（注）１．持株比率は、自己株式（5,588株）を控除して計算しております。

　　　２．2019年４月１日付で新日鐵住金ステンレス㈱は日鉄ステンレス㈱に社名変更し

ております。
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３．会社役員に関する事項

(1) 取締役の状況（2019年３月31日現在）

地 位 氏 名 担当および重要な兼職の状況

代表取締役社長 大 植 啓 一

常務取締役 畑 田 正 樹 総務、経理担当

取締役 城 石 　 稔 製造担当　品質保証部長

取締役 横 谷 龍 裕
調達、名古屋支店担当
企画室長　販売部長

取締役（監査等委員・常勤） 橋 戸 康 正

取締役（監査等委員） 新 谷 　 清

取締役（監査等委員） 掛 橋 幸 徳
新日鐵住金ステンレス株式会社
財務部長

（注）１．取締役（監査等委員）新谷　清、掛橋幸徳の両氏は社外取締役であります。な

お、当社は新谷　清氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員とし

て指定し、同取引所に届け出ております。

２．情報収集の充実を図り、内部監査部門等との十分な連携を通じて監査の実効性

を高め、監査・監督機能を強化するために、橋戸康正氏を常勤の監査等委員と

して選定し、また、橋戸康正氏、新谷　清氏、掛橋幸徳氏の３氏を選定監査等

委員として選定しております。

３．2019年４月１日付で新日鐵住金ステンレス㈱は日鉄ステンレス㈱に社名変更し

ております。

(2) 取締役の報酬等の総額

①　当事業年度に係る報酬等の総額

人 数 報 酬 等 の 総 額

取締役（監査等委員を除く） 4名 44百万円

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ）
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

4名
（2名）

17百万円
（3百万円）

合 計
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

8名
（2名）

61百万円
（3百万円）

（注）１．取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれており

ません。

２．上記には、2018年６月26日開催の第146期定時株主総会終結の時をもって退任し

た取締役（監査等委員）１名を含んでおります。
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②　当事業年度に支払った役員退職慰労金
　　　2018年６月26日開催の第146期定時株主総会決議に基づき、同総会終結

の時をもって退任した取締役（監査等委員）１名に対し支払った役員退職
慰労金は３百万円であります。

(3) 社外役員に関する事項

①　取締役（監査等委員）　新谷　清

ⅰ　他の会社の兼任状況

該当事項はありません。

ⅱ　当事業年度における主な活動状況

当事業年度の取締役会18回のうち18回出席し、毎回意見やアドバイス

を述べております。

また、当事業年度の監査等委員会13回のうち13回に出席し、議案、審

議等につき意見を適宜述べております。

ⅲ　責任限定契約の内容の概要

　当社と新谷　清氏は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第

423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。

　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める最低責任限

度額としております。

②　取締役（監査等委員）　掛橋　幸徳

ⅰ　他の会社の兼任状況

新日鐵住金ステンレス株式会社（現日鉄ステンレス株式会社）の財務

部長であり、新日鐵住金ステンレス株式会社（現日鉄ステンレス株式会

社）は当社のその他の関係会社であります。

ⅱ　当事業年度における主な活動状況

当事業年度の取締役会18回のうち18回に出席し、毎回意見やアドバイ

スを述べております。

また、当事業年度の監査等委員会13回のうち13回に出席し、議案、審

議等につき意見を適宜述べております。

ⅲ　責任限定契約の内容の概要

　当社と掛橋幸徳氏は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第

423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。

　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める最低責任限

度額としております。

－ 10 －



４．会計監査人に関する事項

(1) 会計監査人の状況

会計監査人の名称　　　ＥＹ新日本有限責任監査法人

(2) 報酬等の額

当事業年度に係る報酬等の額

支 払 額

①　当社が支払うべき報酬等の額 27百万円

②　当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財
産上の利益の合計額

27百万円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約においては、会社法上の監査に対する報酬

等の額と金融商品取引法上の監査に対する報酬等の額等を区分しておらず、か

つ、実質的にも区分できないことから、上記①の金額はこれらの合計額を記載

しております。

２．監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務執行状況およ

び報酬見積もりの算出根拠の妥当性等について検証を行ない、審議したうえで、

会計監査人の報酬等の額について同意しております。

(3) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると判断し

たときは、監査等委員会は会社法第340条第２項の規定に基づき会計監査人の

解任を決定いたします。

なお、その他会計監査人であることにつき支障があると判断されるときは、

監査等委員会は解任または不再任に関する議案の内容を決定し、取締役会は、

当該決定に基づき、議案を株主総会に提出いたします。
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５．業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況に関す

　　る事項

　(1) 業務の適正を確保するための体制に関する事項

　当社の取締役会において決議した業務の適正を確保するための体制に関す

る基本方針は次のとおりであります。

   ① 業務運営の基本方針

　　当社ならびに子会社は、企業価値を高めるため継続的な収益改善と株主、

従業員、そして社会の負託に応える「存在価値のある強い会社」の実現を

目指しております。

　　当社ならびに子会社では「お客様に価値を供給し続けることが、当社の

存在意義を確固たるものにする唯一の方法である」との認識のもと、以下

の４点を経営の基本方針としております。

　　　a)　顧客の発展に役立つ商品・サービスの提供

b)　法令遵守と企業の社会的責任への取り組みの徹底

c)　社員が一丸となり逞しい企業文化の構築

d)　品質・環境マネジメントシステムの継続的改善

　また、関連法規、社内規程を遵守し、業務の有効性・効率性を確保する

　ため、以下のとおり内部統制システムを整備し、適切に運用するとともに、

　企業統治を一層強化する観点から、その継続的改善に努めます。

 　② 内部統制システムの基本方針

　a)　当社の取締役および使用人ならびに当社子会社の取締役および使用人

等の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

ⅰ　当社ならびに当社子会社の取締役会は、取締役会規則その他の規程に

基づき経営上の重要事項について執行決定を行うとともに取締役から

執行状況についての報告を受けます。また、各取締役は使用人の職務

執行を監督するとともに、他の取締役の職務執行の法令および定款へ

の適合性について相互に監視します。

ⅱ　当社ならびに当社子会社は、「高砂鐵工グループ企業理念」および「社

員行動規範」を当社ならびに子会社のすべての者に対して周知徹底す

るとともに、当社社長を委員長とする「内部統制委員会」においてコ

ンプライアンス全体を統括し、法令および定款・社内規程等の徹底遵

守を図ります。
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ⅲ　当社ならびに当社子会社は、「内部統制基本規程」、「内部監査規程」

に基づき、職務の執行が適正であるかを定期的に監査し、継続的改善

を図ります。

ⅳ　当社ならびに当社子会社での相談、通報体制としての「ヘルプライン

運営基準」を当社ならびに子会社に徹底します。また、相談、通報内

容は守秘し、申出者に対しては不利益な扱いを行わないこととします。

ⅴ　当社ならびに当社子会社は、財務報告の信頼性を合理的に保証するた

めに、財務報告に係る内部統制の有効かつ効率的な整備・運用および

評価を行います。

　　　b)　当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

ⅰ　取締役の職務執行に係る電磁的記録を含む文書、その他重要な情報を

法令および社内規程に基づき適正に保存および管理を実施します。

ⅱ　財務情報等の重要な企業情報について、法令および株式会社東京証券

取引所適時開示規則等に則り、適時適正な情報開示を行います。

　c)　当社および当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

ⅰ　当社ならびに当社子会社の各取締役、各部門長は経営に重要な影響を

与えるリスクを抽出・評価し、規程・業務手順書等の整備を行い社内

に徹底するとともに、モニタリング活動等を通じてリスクの予防・低

減に努めます。

ⅱ　当社ならびに当社子会社は、「内部統制委員会」へリスク情報を集約

し職務執行への活用を図るとともに、全社的な視点から部門横断的な

リスクマネジメント体制の継続的改善を推進します。

ⅲ　当社ならびに当社子会社は、経営に重大な影響を与える不測の事態が

発生した場合に備え、「リスク管理規程」に基づき予め必要な対策、

方針を整備し、発現したリスクによる損失を最小限にとどめるために

必要な対応を行います。

　d)　当社の取締役および当社子会社の取締役の職務の執行が効率的に行わ

れることを確保するための体制

ⅰ　当社ならびに当社子会社は、定例の取締役会を毎月１回開催し、重要

事項の決定ならびに取締役の業務執行状況の監督等を行います。

ⅱ　当社は取締役会の機能をより強化し、経営効率を向上させるため、全

取締役（非常勤取締役を除く。）が出席する経営会議を原則週１回開

催し、業務執行に関する基本的事項および重要事項に係る意思決定を

機動的に行います。
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　e)　当社および当社子会社から成る企業集団における業務の適正を確保す

るための体制

ⅰ　企業集団内に親会社組織に属する関連会社管理部門を設けており、企

業集団における情報の共有化と業務執行の適正を確保することに努め

ます。

　ⅱ　関連会社の経営については、その自主性を尊重しつつ、「関連会社管

　　　　　理規程」に基づいて事業内容の定期的な報告と重要案件についての事

　　　　　前協議を行います。

f)　当社の監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項

監査等委員会の職務を補助すべき使用人を置く必要が生じた場合には、

当該使用人を置くこととします。

g)　当社の監査等委員会の職務を補助すべき使用人の監査等委員でない取

締役からの独立性に関する事項および当該使用人に関する指示の実効性

に関する事項

ⅰ　監査等委員会の職務を補助すべき使用人の任命・異動等については、

監査等委員でない取締役と監査等委員で意見交換を行うものとし、監

査等委員会の同意を得たうえで決定します。

ⅱ　監査等委員会の職務を補助すべき使用人は、監査等委員会の指揮命令

下で職務を遂行するものとするが、監査等委員でない取締役からの独

立性に影響がなく監査等委員会の同意を得た場合については、当社の

業務執行に係る役職を兼務することができるものとします。

h)　当社の監査等委員でない取締役および使用人ならびに当社子会社の取

締役および使用人等が監査等委員会への報告に関する体制

ⅰ　当社の監査等委員でない取締役および使用人ならびに当社子会社の取

締役および使用人等は、法令および監査等委員会監査等基準に基づき、

当社ならびに子会社の経営に重要な影響を及ぼす事項について適時適

切に当社監査等委員会に報告します。

ⅱ　監査等委員は取締役会の他、重要な意思決定の過程および業務の執行

状況を把握するため経営会議等の重要な会議に出席するとともに、重

要な稟議書その他業務執行に関する重要な文書を閲覧し、必要に応じ

て取締役または使用人にその説明を求めることとします。

ⅲ　監査等委員は会計監査人から会計監査内容について説明を受けるとと

もに、内部監査部門とも情報交換、意見交換等を行い連携を図ってい

きます。
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i)　当社の監査等委員会へ報告した者が当該報告をしたことを理由として

不利な取り扱いを受けないことを確保する体制

　　上記h)の報告を行った当社の監査等委員でない取締役および使用人な

らびに当社子会社の取締役および使用人等に対し、当該報告をしたこ

とを理由として不利益な扱いを行うことを禁止します。

j)　当社の監査等委員の職務の執行について生ずる費用等の処理に係る方

針

　　監査等委員がその職務の執行について、当社に対し、費用の前払い等

の請求をしたときは、担当部署において審議のうえ、当該請求に係る

費用または債務が当該監査等委員の職務の執行に必要でないと認めら

れた場合を除き、その費用を当社が負担します。

k)　その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための

体制

　　監査等委員会が行う社内関係部門および会計監査人等との意思疎通、

情報の収集や調査に対しては、実効的な監査の実施を確保するために

留意します。

　(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要に関する事項

　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、次のとおりであり

ます。

　当社ならびに当社子会社は、「内部統制基本規程」、「財務報告に係る内

部統制基本規程」、「内部監査規程」に基づき、年度の監査計画を策定し、

事業活動が法令、諸規程等に遵守しているかを確認するため、全社横断的な

リスクに対する点検、財務報告の信頼性を合理的に保証するための評価を半

期に１回、各部門に対する業務内部監査を年度を通じて定期的に実施してお

ります。

　監査等を通じて顕著化した課題や不備があった場合は、当該部門は適時改

善対応策を行うとともに、半期に１回開催の当社社長を委員長とし、取締役

全員、常勤監査等委員が出席する内部統制委員会にて是正状況を確認、内部

統制システムの有効性の確認を行い、取締役会にて報告を行っております。

　また、常勤監査等委員および総務部を窓口とした「ヘルプライン（内部通

報制度）」を設置し、法令違反行為の未然防止と改善を図っております。
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  (3) 反社会的勢力排除に向けた対応に関する事項

　   ① 反社会的勢力排除に向けた基本方針

　当社は、従来より「高砂鐵工グループ企業理念」のもと、役員および社

員一人ひとりが法令・社内規程を遵守し、社会規範を尊重し、高い企業倫

理を保つための取り組みを徹底してきたところであり、

ⅰ　市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては関係を

一切持たないこと

ⅱ　反社会的勢力からの不当要求に対しては当社一丸となって断固拒絶す

ること

を基本方針としております。

　　 ② 反社会的勢力排除に向けた整備状況

ⅰ　上記「基本方針」を取締役会にて再確認するとともに社員に対し周知

徹底を図っております。

      ⅱ　反社会的勢力との関係遮断および被害防止に関する社内規程を制定し、

          これに関する基本的考え方、社内統括責任者・部門責任者およびその

        　役割、社内報告・対応方法、外部専門機関との連携、情報収集および

        　啓蒙等について定めております。

６．会社の支配に対する基本方針に関する事項

当社では、会社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関す

る基本方針について特に定めておりません。

本事業報告に記載の金額および株式数は、表示単位未満を切り捨てております。

また、比率は表示単位未満を四捨五入しております。
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連 結 貸 借 対 照 表

（2019年３月31日現在）
（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有形固定資産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

土 地

そ の 他

無形固定資産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

5,349

1,348

2,500

598

320

555

30

△4

2,406

2,225

905

1,053

236

29

10

170

16

112

46

△4

流 動 負 債 3,534

支払手形及び買掛金 2,543

短 期 借 入 金 422

リ ー ス 債 務 13

未 払 法 人 税 等 50

未 払 消 費 税 等 45

賞 与 引 当 金 52

そ の 他 406

固 定 負 債 1,115

リ ー ス 債 務 0

役員退職慰労引当金 115

退職給付に係る負債 883

資 産 除 去 債 務 30

そ の 他 85

負 債 合 計 4,650

純 資 産 の 部

株 主 資 本 3,151

資 本 金 1,504

利 益 剰 余 金 1,654

自 己 株 式 △6

その他の包括利益累計額 △46

その他有価証券
評 価 差 額 金

2

退職給付に係る
調 整 累 計 額

△49

純 資 産 合 計 3,104

資 産 合 計 7,755 負 債 純 資 産 合 計 7,755

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

( 2018年４月１日から
2019年３月31日まで )

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 10,990

売 上 原 価 9,418

売 上 総 利 益 1,572

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,020

営 業 利 益 551

営 業 外 収 益 19

受 取 利 息 及 び 配 当 金 0

業 務 受 託 料 2

仕 入 割 引 3

受 取 保 険 金 8

環 境 対 策 費 戻 入 益 3

そ の 他 1

営 業 外 費 用 33

支 払 利 息 16

手 形 売 却 損 5

支 払 手 数 料 8

そ の 他 3

経 常 利 益 537

特 別 利 益 21

固 定 資 産 売 却 益 21

特 別 損 失 21

固 定 資 産 売 却 損 10

固 定 資 産 除 却 損 11

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 537

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 102

法 人 税 等 調 整 額 10

当 期 純 利 益 423

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 423

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

－ 18 －



連結株主資本等変動計算書

( 2018年４月１日から
2019年３月31日まで )

（単位：百万円）

株 主 資 本 そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

純資産合計
資 本 金

利 益
剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計

その他有価
証券評価差
額金

退 職 給 付
に 係 る 調
整 累 計 額

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合
計

当 期 首 残 高 1,504 1,290 △6 2,788 6 △84 △77 2,710

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △60 △60 △60

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

423 423 423

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0 △0

株 主 資 本 以 外 の 項 目
の 当 期 変 動 額 ( 純 額 )

△3 34 30 30

当 期 変 動 額 合 計 － 363 △0 363 △3 34 30 394

当 期 末 残 高 1,504 1,654 △6 3,151 2 △49 △46 3,104

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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【連結注記表】（2019年３月期）

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記

(1) 連結の範囲に関する事項

連結子会社の数　　　　　　　２社

連結子会社の名称　　　　　　タカサゴスチール㈱、㈱タカテツライフ

(2) 会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

(ｲ) 有価証券

その他有価証券

時価のあるもの　　　　　決算日の市場価格に基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）

時価のないもの　　　　　移動平均法による原価法

(ﾛ) たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品、製品、仕掛品、原材料

主として総平均法による原価法（貸借対照表価額

は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

貯蔵品

主として先入先出法による原価法（貸借対照表価

額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

(ｲ) 有形固定資産（リース資産を除く）

主として建物及び機械装置については定額法、そ

の他の有形固定資産は定率法を採用しておりま

す。ただし、2016年４月１日以降に取得した建物

附属設備及び構築物については、定額法を採用し

ております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物　　　３年～50年

機械装置及び運搬具　２年～15年

(ﾛ) 無形固定資産（リース資産を除く）

自社利用のソフトウェアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）による定額法、それ以外

の無形固定資産については、定額法を採用してお

ります。

(ﾊ) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価

保証の取り決めがある場合は残価保証額）とする

定額法を採用しております。

なお、リース資産は有形固定資産及び無形固定資

産に属する各科目に含めて計上しております。
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③　重要な引当金の計上基準

(ｲ) 貸倒引当金

　　　　　　　　　　　　　　　金銭債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般

　　　　　　　　　　　　　　　債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

　　　　　　　　　　　　　　　等特定の債権については個別に回収可能性を勘案

　　　　　　　　　　　　　　　して、回収不能見込額を計上しております。

(ﾛ) 賞与引当金

　　　　　　　　　　　　　　　従業員に支給する賞与に充てるため、支給見込額

　　　　　　　　　　　　　　　のうち当連結会計年度の負担額を計上しておりま

　　　　　　　　　　　　　　　す。

(ﾊ) 役員退職慰労引当金

　　　　　　　　　　　　　　　役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基

　　　　　　　　　　　　　　　づく当連結会計年度末要支給額を計上しておりま

　　　　　　　　　　　　　　　す。

④　退職給付に係る会計処理の方法

(ｲ) 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を

当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法に

ついては、期間定額基準によっております。

(ﾛ) 数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異については、各連結会計年度の

発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（主として10年）による定額法により

按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から

費用処理しております。

(ﾊ) 小規模企業等における簡便法の採用

連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付

費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支

給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を

適用しております。
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⑤　重要なヘッジ会計の方法

(ｲ)ヘッジ会計の方法

金利スワップについては特例処理によっており、

ヘッジの有効性の判定は省略しております。

(ﾛ)ヘッジ手段・対象と方針

借入金について、その金利変動のヘッジ手段とし

て金利スワップ取引を利用しております。当社グ

ループはヘッジの対象となる資産又は負債を有す

るものに限り、これに係るリスクを回避し効率的

に管理する手段としてデリバティブ取引を利用し

ており、金利の変動が損益に与える影響を軽減す

ることを目的としております。

⑥　その他連結計算書類作成のための重要な事項

消費税等の会計処理　　税抜方式によっております。

２．表示方法の変更

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）

を当連結会計年度の期首から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、

繰延税金負債は固定負債の区分に表示しております。
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３．連結貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 8,183百万円

(2) 担保に供している資産

建物及び構築物 662百万円

機械装置及び運搬具 1,044百万円

土地 2百万円

計 1,709百万円

上記に対する債務の金額

短期借入金 422百万円

その他（流動負債） 125百万円

　計 547百万円

(3) 受取手形割引高 697百万円

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式数の種類及び総数

普通株式 3,008千株

(2) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金の支払額

　　2018年６月26日開催の定時株主総会において、普通株式の配当に関する事項を次

のとおり決議しております。

　・配当金の総額　　　　　　　　60百万円

　・１株当たり配当額　　　　　　　　20円

　・基準日　　　　　　　　2018年３月31日

　・効力発生日　　　　　　2018年６月27日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年

　度となるもの

　　2019年６月25日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項

　を次のとおり提案しております。

・配当金の総額　　　　　　　　60百万円

・配当の原資　　　　　　　　利益剰余金

・１株当たりの配当額　　　　　　　20円

・基準日　　　　　　　　2019年３月31日

・効力発生日　　　　　　2019年６月26日
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５．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達

については銀行借入による方針であります。デリバティブは、借入金の金利変動リ

スクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。

②　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

当該リスクに関しては当社グループの与信管理規程に従い、取引先ごとの期日管理

及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を半期ごとに把握する体制と

しております。

投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、当該

リスクに関しては、四半期毎に時価や発行体の財務状況等を把握をする体制として

おります。

営業債務である支払手形及び買掛金はそのほとんどが６ヶ月以内の支払期日であ

ります。

社債及び借入金は運転資金及び設備投資に係る資金調達であります。変動金利の

借入金は、金利の変動リスクに晒されておりますが、このうち長期のものの一部に

ついては、支払金利の変動リスクを回避し支払利息の固定化を図るために、個別契

約ごとにデリバティブ取引（金利スワップ取引）をヘッジ手段として利用しており

ます。ヘッジの有効性の評価方法については、金利スワップの特例処理の要件を満

たしているため、その判定をもって有効性の評価を省略しております。

デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限を定めた社内規程に従って

行っており、またデリバティブの利用にあたっては、信用リスクを軽減するために、

格付の高い金融機関とのみ取引を行っております。

また、営業債務や借入金は流動性リスクに晒されておりますが、当社グループで

は、各社が月次に資金繰計画を作成するなどの方法により管理しております。
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(2) 金融商品の時価等に関する事項

2019年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、

次表には含まれておりません（（注２）参照）。

（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額
（※１）

時価
（※１）

差額

①　現金及び預金 1,348 1,348 －

②　受取手形及び売掛金 2,500 2,500 －

③　投資有価証券

　その他有価証券 16 16 －

④　支払手形及び買掛金 （2,543） （2,543） －

⑤　短期借入金（※２） （310） （310） －

⑥　社債（※３） （125） （125） 0

⑦　長期借入金（※２） （112） （112） 0

⑧　デリバティブ取引 － － －

（※１）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

（※２）１年以内返済予定長期借入金（112百万円）は長期借入金に含めております。

（※３）社債（125百万円）はすべて１年以内償還予定の社債であり、連結貸借対照表上は

流動負債のその他に含めております。

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

①　現金及び預金、並びに ②　受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当

該帳簿価額によっております。

③　投資有価証券

　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

④　支払手形及び買掛金、並びに ⑤　短期借入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当

該帳簿価額によっております。

⑥　社債

　社債の時価については、元利金の合計額を同様の新規発行を行った場合に想定

される利率で割り引いて算定する方法によっております。

⑦　長期借入金

　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合

に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。変動金利による

長期借入金は金利スワップの特例処理の対象とされており（次頁⑧参照）、当該

金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場

合に適用される合理的に見積られる利率で割り引いて算定する方法によっており

ます。
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⑧　デリバティブ取引

　金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と

一体として処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記

載しております（前頁⑦参照）。

（注２）非上場株式（連結貸借対照表計上額０百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キ

ャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難

と認められるため、「③ 投資有価証券　その他有価証券」には含めておりませ

ん。

６．賃貸等不動産に関する注記

(1) 賃貸等不動産の状況に関する事項

当社及び一部の子会社では、東京都その他の地域において、賃貸用土地や賃貸住宅

等を有しております。

2019年３月31日における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は97百万円（主な賃貸

収益は売上高に、主な賃貸費用は売上原価に計上）であります。

(2) 賃貸等不動産の時価等に関する事項
（単位：百万円）

連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額
当 期 末 の 時 価

当 期 首 残 高 当 期 増 減 額 当 期 末 残 高

580 △105 475 2,955

（注１）連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額でありま

す。

（注２）賃貸等不動産の当期増減額のうち主な減少額は、不動産の売却（83百万円）であ

ります。

（注３）当期末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評

価書に基づく金額、その他の物件については適切に市場価格を反映していると考

えられる指標に基づいて算定した金額であります。ただし、直近の評価時点から、

一定の評価額や適切に市場価格を反映していると考えられる指標に重要な変動が

生じていない場合には、当該評価額や指標を用いて調整した金額によっておりま

す。

６．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 1,034円 15銭

(2) １株当たり当期純利益 141円 03銭
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貸 借 対 照 表

（2019年３月31日現在）
（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額
資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

製 品

原 材 料

仕 掛 品

貯 蔵 品

前 払 費 用

未 収 入 金

短 期 貸 付 金

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有形固定資産

建 物

構 築 物

機 械 装 置

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

土 地

無形固定資産

借 地 権

ソ フ ト ウ ェ ア

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

破 産 更 生 債 権 等

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

3,624

1,147

609

1,146

171

25

197

40

16

9

258

△0

2,387

2,220

872

29

1,052

0

28

236

9

8

0

158

16

60

4

77

3

△4

流 動 負 債 2,331
支 払 手 形 132
買 掛 金 1,154
短 期 借 入 金 422
リ ー ス 債 務 11
未 払 金 67
未 払 費 用 140
未 払 法 人 税 等 43
未 払 消 費 税 等 30
前 受 金 14
預 り 金 119
設 備 関 係 支 払 手 形 28
賞 与 引 当 金 41
そ の 他 125

固 定 負 債 981
役員退職慰労引当金 88
退 職 給 付 引 当 金 777
資 産 除 去 債 務 30
長 期 預 り 金 85

負 債 合 計 3,313
純 資 産 の 部

株 主 資 本 2,696
資 本 金 1,504
利 益 剰 余 金 1,198

利 益 準 備 金 315
そ の 他 利 益 剰 余 金 883

繰 越 利 益 剰 余 金 883
自 己 株 式 △6

評価・換算差額等 2
その他有価証券
評 価 差 額 金

2

純 資 産 合 計 2,698

資 産 合 計 6,012 負 債 純 資 産 合 計 6,012

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

( 2018年４月１日から
2019年３月31日まで )

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 6,153

売 上 原 価 4,989

売 上 総 利 益 1,163

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 731

営 業 利 益 431

営 業 外 収 益 27

受 取 利 息 及 び 配 当 金 9

受 取 保 険 金 8

業 務 受 託 料 4

環 境 対 策 費 戻 入 益 3

そ の 他 1

営 業 外 費 用 24

支 払 利 息 15

支 払 手 数 料 8

そ の 他 1

経 常 利 益 434

特 別 損 失 10

固 定 資 産 除 却 損 10

税 引 前 当 期 純 利 益 424

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 68

法 人 税 等 調 整 額 △0

当 期 純 利 益 355

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

( 2018年４月１日から
2019年３月31日まで )

（単位：百万円）

株 主 資 本 評価・換算差額等

純 資 産
合 計

資 本 金

利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本合計
そ の 他 有
価 証 券 評
価 差 額 金

利 益
準 備 金

そ の 他
利 益 剰
余 金

利 益
剰 余 金
合 計繰越利益

剰 余 金

当 期 首 残 高 1,504 309 593 902 △6 2,400 6 2,407

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △60 △60 △60 △60

剰余金の配当に
伴う利益準備金
の積立

6 △6 － － －

当 期 純 利 益 355 355 355 355

自己株式の取得 △0 △0 △0

株主資本以外の
項目の当期変動
額 ( 純 額 )

△3 △3

当 期 変 動 額 合 計 － 6 289 295 △0 295 △3 291

当 期 末 残 高 1,504 315 883 1,198 △6 2,696 2 2,698

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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【個別注記表】（2019年３月期）

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券の評価の方法

子会社株式及び関連会社株式　移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの　　　　　決算日の市場価格に基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）

時価のないもの　　　　　移動平均法による原価法

②　たな卸資産の評価の方法

　製品、仕掛品、原材料　　　　総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法）

　貯蔵品　　　　　　　　　　　先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法）

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

建物及び機械装置については定額法、その他の有形固定資産は定率法を採用して

おります。ただし、2016年４月1日以降に取得した建物附属設備及び構築物について

は、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　　　　　　３年～50年

機械装置　　　　２年～15年

②　無形固定資産（リース資産を除く）

自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）による

定額法を採用しております。

③　リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証の取り決めがある場合は残

価保証額）とする定額法を採用しております。

　なお、リース資産は、有形固定資産及び無形固定資産に属する各科目に含めて計

上しております。

(3) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金

金銭債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案して、回収不能見込

額を計上しております。

②　賞与引当金

従業員に支給する賞与に充てるため、支給見込額のうち当事業年度の負担額を計

上しております。
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③　退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に

基づき計上しております。

(ｲ) 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を

当事業年度末までの期間に帰属させる方法につい

ては、期間定額基準によっております。

(ﾛ) 数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異については、各事業年度の発生

時における従業員の平均残存期間以内の一定の年

数（主として10年）による定額法により按分した

額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理して

おります。

④　役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当事業年度末要支給額を計

上しております。

(4) 重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

金利スワップについては特例処理によっており、ヘッジの有効性の判定は省略し

ております。

②　ヘッジ手段、対象と方針

借入金について、その金利変動のヘッジ手段として金利スワップ取引を利用して

おります。当社はヘッジの対象となる資産又は負債を有するものに限り、これに係

るリスクを回避し効率的に管理する手段としてデリバティブ取引を利用しており、

金利の変動が損益に与える影響を軽減することを目的としております。

(5) 消費税等の処理方法

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

２．表示方法の変更

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更）

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16

日）を当連結会計年度の期首から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表

示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示しております。
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３．貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 8,043百万円

(2) 関係会社に対する債権・債務

短期金銭債権 279百万円

短期金銭債務 101百万円

(3) 担保に供している資産

建物 662百万円

機械装置 1,044百万円

土地 2百万円

計 1,709百万円

上記に対する債務の金額

短期借入金 422百万円

その他（流動負債） 125百万円

　計 547百万円

４．損益計算書に関する注記

関係会社との営業及び営業以外の取引高

売上高 77百万円

仕入高 12百万円

営業取引以外の取引高 11百万円

５．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類及び株式数に関する事項

当事業年度期首株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数

普通株式（注） 5千株 0千株 － 5千株

合 計 5 0 － 5

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加０千株は、単元未満株式の買取りによる増加０

千株であります。

６．税効果会計に関する注記

　繰延税金資産の発生の主な原因は、税務上の繰越欠損金、賞与引当金、その他有価証

券評価差額金等であります。
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７．関連当事者との取引に関する注記

属 性
会社等の
名 称

住 所

資 本 金
又 は
出 資 金
(百万円)

事 業 の
内 容
又は職業

議決権等
の 所 有
(被所有)
割 合

関 係 内 容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

その他の
関係会社
（当該そ
の他の関
係会社の
親会社を
含 む ）

新 日 鐵
住 金 ㈱

東 京 都
千代田区

419,524
鉄鋼の製
造・販売

間接
(被所有)
30.80％

－
原材料
の購入

普 通 鋼 帯
鋼、特殊鋼
帯鋼の購入

2,680 買掛金 1,003

新日鐵住
金ステン
レ ス ㈱

東 京 都
千代田区

5,000
鉄鋼の製
造・販売

直接
(被所有)
30.80％

－
原材料
の購入

ステンレ
ス鋼の購
入

276 買掛金 67

法人主要
株 主 の
子 会 社

三 井 物 産
スチール㈱

東京都
港 区

10,299
鉄鋼製品に
関する貿易
業、問屋業

－ －
原材料
の購入

普 通 鋼 帯
鋼、特殊鋼帯
鋼、ステンレ
ス鋼の購入

1,629 買掛金 －

子会社
タ カ サ ゴ
スチール㈱

大阪府
東大阪市 40

ス テ ン レ
ス、特殊鋼
他の加工及
び 販 売

直接
(所有)
100.00％

役員
２名

製品の
販売・
仕 入

資 金 の
貸 付

223
短 期
貸付金

258

受取利息 0 － －

子会社
㈱タカテ
ツライフ

東 京 都
板 橋 区 20

不動産の賃
貸及び管理

直接
(所有)
100.00％

役員
２名

不動産
賃貸・
管 理

資 金 の
預 り 金

88 預り金 99

支払利息 0 － －

（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消

費税等が含まれております。

　　　２．2019年４月１日付で新日鐵住金㈱は日本製鉄㈱に、新日鐵住金ステンレス㈱は

日鉄ステンレス㈱にそれぞれ社名変更しております。

取引条件及び取引条件の決定方針等

１．新日鐵住金㈱・新日鐵住金ステンレス㈱からの原材料の購入は、三井物産スチ

ール㈱その他計３商社を経由して購入しており、取引金額等は商社に対する会

計帳簿上の取引に基づいて記載しております。なお、価格は市場の実勢価格で

決定しております。

２．資金の貸付・資金の預り金については、ＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・

システム）による取引であり、資金の貸付の取引金額は取引が存在する月の期

中平均残高を、資金の預り金の取引金額は期中における増減額（純額）を、そ

れぞれ記載しております。また、貸付金の利率については、市場金利を勘案し

て合理的に決定しております。

８．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 898円 89銭

(2) １株当たり当期純利益 118円 54銭
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

2019年５月13日

高 砂 鐵 工 株 式 会 社

取　締　役　会　 御中

ＥＹ新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 山 岸 　 聡 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 齋 藤 克 宏 

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、高砂鐵工株式会社の2018年４月１日から
2019年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算
書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計
算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない
連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対
する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査
の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がな
いかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施する
ことを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施さ
れる。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示
のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表
明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監
査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積り
の評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、高砂鐵工株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期
間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

2019年５月13日

高 砂 鐵 工 株 式 会 社

取　締　役　会　 御中

ＥＹ新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 山 岸 　 聡 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 齋 藤 克 宏 

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、高砂鐵工株式会社の2018年４月１
日から2019年３月31日までの第147期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、
株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書
類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な
虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断
した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその
附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と
認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附
属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定
し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するため
の手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びそ
の附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内
部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適
正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適
用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明
細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状
況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

以　上
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監査等委員会の監査報告

監査報告書

　当監査等委員会は、2018年４月１日から2019年３月31日までの第147期事業

年度における取締役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び

結果につき以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容

　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事

項に関する取締役会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている

体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその構築及

び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、

意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。

① 監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部

統制部門と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等から

その職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求

め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務

及び財産の状況を調査しました。また、子会社については、子会社の

取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて

子会社から事業の報告を受けました。

② 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施している

かを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況

について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監

査人から「職務の執行が適正に行われることを確保するための体制」

（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管

理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備してい

る旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、

計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）

及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、

連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果

 (1) 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を

正しく示しているものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違

反する重大な事実は認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め

ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び

取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

 (2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人ＥＹ新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当

であると認めます。

 (3) 連結計算書類の監査結果

会計監査人ＥＹ新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当

であると認めます。

2019年５月14日

高砂鐵工株式会社 監査等委員会

常勤監査等委員 橋 戸 康 正 

監 査 等 委 員 新 谷 　 清 

監 査 等 委 員 掛 橋 幸 徳 

（注）監査等委員新谷　清及び掛橋幸徳は、会社法第２条第15号及び第331条

第６項に規定する社外取締役であります。

以　上
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株主総会参考書類

議案および参考事項

第１号議案　剰余金の処分の件

　当社は、安定的な経営基盤の確保に努めるとともに、利益状況に対応した配

当を行うことを基本として、財務体質の改善、企業価値の向上に向けた投資資

金の確保、先行きの業績見通し等を勘案しつつ、株主の皆様への利益還元を図

っていくことを配当の方針としております。

　当期の期末配当につきましては、上記の基本方針のもと、当期の業績および

財務体質等を総合的に勘案いたしまして以下のとおりといたしたいと存じます。

　(１) 配当財産の種類

　　　金銭といたします。

　(２) 配当財産の割当てに関する事項およびその総額

　　　当社普通株式１株につき金20円といたしたいと存じます。

　　　なお、この場合の配当総額は60,048,240円となります。

　(３) 剰余金の配当が効力を生じる日

　　　2019年６月26日といたしたいと存じます。
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第２号議案　監査等委員でない取締役５名選任の件

監査等委員でない取締役大植啓一、畑田正樹、城石　稔、横谷龍裕の４氏は、

本総会終結の時をもって任期満了となりますので、監査等委員でない取締役５

名の選任をお願いいたしたいと存じます。

なお、本議案につきましては、監査等委員会において検討がなされ、特段指

摘すべき点はなしとしております。

監査等委員でない取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者

番 号

氏 名

(生 年 月 日)

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 お よ び 担 当

（重　要　な　兼　職　の　状　況）

所有する
当 社 の
株 式 数

１

やま

山
だ

田
けん

健
じ

司

(1955年１月23日生)

1977年４月　新日本製鐵㈱(現日本製鉄㈱)入社

2003年４月　同社本社人事・労政部部長

2005年４月　同社本社環境部長

2009年４月　同社参与環境部長

2011年３月　新日鉄マテリアルズ㈱代表取締役社長

2012年10月　新日鉄住金マテリアルズ㈱(現日鉄ケ

ミカル＆マテリアル㈱)代表取締役社

長

2018年10月　同社取締役

　　　　　　当社参与

現在に至る

1,000株

２

はた

畑
だ

田
まさ

正
き

樹

(1955年３月18日生)

1977年４月　㈱第一勧業銀行(現㈱みずほ銀行)入行

2002年４月　㈱みずほコーポレート銀行業務監査部

シンガポール監査室室長

2005年４月　当社経理部部長

2010年６月　当社取締役総務担当経理部長

2016年６月　当社常務取締役総務担当経理部長

2018年６月　当社常務取締役総務、経理担当

現在に至る

－株

３

しろ

城
いし

石
 

　
みのる

稔

(1957年８月20日生)

1982年３月　当社入社

2005年６月　当社みがき帯鋼事業部みがき帯鋼製造

部長

2009年６月　当社品質保証部長

2011年１月　当社名古屋支店長

2013年６月　当社取締役企画室長兼品質保証部長兼

製造部長

2015年６月　当社取締役品質保証部長兼製造部長

2016年６月　当社取締役製造担当品質保証部長

現在に至る

1,000株
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候補者

番 号

氏 名

(生 年 月 日)

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 お よ び 担 当

（重　要　な　兼　職　の　状　況）

所有する
当 社 の
株 式 数

４

よこ

横
たに

谷
たつ

龍
ひろ

裕

(1963年４月28日生)

1989年３月　当社入社

2008年10月　当社みがき帯鋼事業部販売部長

2010年６月　当社みがき帯鋼販売部長兼企画室部長

2010年11月　当社販売部長兼企画室部長

2015年６月　当社販売部長兼企画室長

2016年６月　当社取締役調達、名古屋支店担当

　　　　　　企画室長兼販売部長

現在に至る

1,000株

５

おお

大
うえ

植
けい

啓
いち

一

(1953年３月７日生)

1976年４月　新日本製鐵㈱(現日本製鉄㈱)入社

1999年４月　同社堺製鐵所総務部長

2002年４月　同社八幡製鐵所労働・購買部長

2004年７月　同社技術総括部スラグ・セメント事業

推進部長

2007年４月　当社参与

2007年６月　当社取締役経理・情報システム担当総

務部長

2010年６月　当社代表取締役社長

現在に至る

1,000株

（注）各候補者と当社との間に特別な利害関係はありません。
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第３号議案　監査等委員である取締役２名選任の件

　監査等委員である取締役新谷　清氏は本総会終結の時をもって任期満了、掛

橋幸徳氏は本総会終結の時をもって辞任されますので、監査等委員である取締

役２名の選任をお願いいたしたいと存じます。

　なお、本議案につきましては、監査等委員会は同意しております。

　監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者

番 号

氏 名

(生 年 月 日)

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 お よ び 担 当

（重　要　な　兼　職　の　状　況）

所有する
当 社 の
株 式 数

１

しん

新
たに

谷
 

　
きよし

清

(1951年５月22日生)

1974年４月　新日本製鐵㈱(現日本製鉄㈱)入社

1988年11月　同社名古屋製鉄所経理部経理室長

1994年６月　同社財務部部長代理

1997年２月　㈱日鉄ライフ出向

　　　　　　㈱テェイスト・ライフ監査役、㈱ホテ

ルニュー神田監査役

2001年12月　㈳日本監査役協会出向

2005年１月　㈳日本租税研究協会出向

2006年６月　㈳日本租税研究協会事務局長

2017年６月　当社取締役（監査等委員）

　　　　　　現在に至る

－株

２

なか

中
むら

村
よし

吉
ひろ

宏

(1969年９月22日生)

1993年４月　新日本製鐵㈱(現日本製鉄㈱)入社

2010年10月　新日鐵住金ステンレス㈱(現日鉄ステ

ンレス㈱)バンコク事務所長兼ＮＳタ

イノックスオート社マネージングダイ

レクター

2015年７月　同社営業本部棒線営業部棒線室長

2017年１月　同社営業本部棒線営業部自動車棒線室

長

2019年４月　日鉄ステンレス㈱企画部企画室長

　　　　　　現在に至る

－株

（注）１．各候補者と当社との間には特別な利害関係はありません。

　　　２．新谷　清氏は、現在、当社の監査等委員である社外取締役であり、在任期間は、

本総会終結の時をもって２年となります。

　　　３．新谷　清氏は、社外取締役候補者であります。選任理由につきましては、事業

経営に関して豊富な知識・実績、見識を有し、また、業務執行を行う経営陣か

ら独立した立場にあるところから、職務を適切に遂行できると判断し、候補者

としております。

　　　４．中村吉宏氏は、社外取締役候補者であります。選任理由につきましては、事業

経営に関して豊富な知識・実績、見識を有し、また、業務執行を行う経営陣か

ら独立した立場にあるところから、職務を適切に遂行できると判断し、候補者

としております。

－ 41 －



　　　５．当社は、新谷　清氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、会社法第

423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。同氏の選任

が承認された場合には、当該契約を継続する予定であります。また、中村吉宏

氏の選任が承認された場合には、当社は同氏との間で同様の契約を締結する予

定であります。

　　　６．当社は、新谷　清氏を株式会社東京証券取引所に独立役員として届け出ており、

同氏が選任された場合には、改めて同氏を独立役員として届け出る予定であり

ます。
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第４号議案　補欠の監査等委員である取締役２名選任の件

法令に定める監査等委員である取締役の員数を欠くことになる場合に備え、

補欠の監査等委員である取締役２名の選任をお願いするものであります。

本議案は、第３号議案「監査等委員である取締役２名選任の件」が原案どお

り承認可決されることを条件として、監査等委員である取締役橋戸康正氏の補

欠の監査等委員である取締役として辰口教彦氏を、監査等委員である社外取締

役新谷　清氏および中村吉宏氏の補欠の監査等委員である取締役として中川祐

一氏の選任をお願いするものであります。

なお、本議案につきましては、監査等委員会は同意しております。

補欠の監査等委員である取締役候補者は次のとおりであります。

候補者

番 号

氏 名

(生 年 月 日)

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 お よ び 担 当

（重　要　な　兼　職　の　状　況）

所有する
当 社 の
株 式 数

1

たつ

辰
ぐち

口
のり

教
ひこ

彦

(1944年４月29日生)

1967年４月　㈱日本勧業銀行(現㈱みずほ銀行)入行

1993年４月　㈱第一勧業銀行上野毛支店長

1996年６月　当社取締役

2003年６月　当社常勤監査役

2008年６月　当社顧問

2009年６月　当社顧問退任

現在に至る

－株

2

なか

中
がわ

川
ゆう

祐
いち

一

(1955年８月19日生)

1978年４月　㈱第一勧業銀行(現㈱みずほ銀行)入行

2008年４月　㈱みずほ銀行執行役員渋谷中央支店長

2009年４月　清水建設㈱執行役員

2012年５月　日本土地建物㈱執行役員

2013年６月　同社常務執行役員

2013年11月　日土地建設㈱代表取締役社長

2015年５月　㈱レイクウッド大多喜代表取締役社長

2017年５月　㈱レイクウッド総成代表取締役社長

2019年２月　日本土地建物㈱顧問

現在に至る

－株

（注）１．各候補者と当社との間に特別な利害関係はありません。
２．中川祐一氏は、補欠の監査等委員である社外取締役候補者であります。選任理

由につきましては、事業経営に関して豊富な経験・実績、見識を有し、また業
務執行を行う経営陣から独立した立場にあるところから候補者としております。

３．辰口教彦氏および中川祐一氏が監査等委員である取締役に就任した場合には、
当社は各氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項
の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。当該契約に基づく
損害賠償責任の限度額は、法令が定める最低責任限度額といたします。

４．中川祐一氏は、株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満た
しており、同氏が監査等委員である社外取締役に就任した場合には、当社は同
氏を独立役員として同取引所に届け出る予定であります。

以上
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株主総会会場ご案内図
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